
宇城市地域防災計画　　　　　　本編修正箇所新旧対照表　　　　　　　　　　　　
	頁
	現行（令和６年６月修正）
	修正案
	修正理由

	11
24
33
46
50
51
73
81
113
133
143

	第１章　総則
第２節　防災機関の業務大綱及び住民・事業所のとるべき措置
第６　宇城広域連合
機関の名称
事務又は業務の大綱
宇城広域連合
消防本部
消防に関する所掌事務についての防災対策
宇城クリーンセンター
清掃に関する所掌事務についての防災対策
龍燈苑
寂静の里
火葬に関する所掌事務についての防災対策
【新規】
第２章　予防　
第１節　災害に強い組織・ひとづくり
第２　地域防災力の強化
　住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に基づき、平時から災害への備えを心がけるとともに、自主防災組織等における地域活動を通じて、地域の防災活動に積極的に参加するなどコミュニティづくりを進め、地域一体となった防災・減災体制の構築に努める。
【新規】
第２節　災害に強いまちづくり
第６　道路・橋りょうの整備
道路・橋りょうは、人や物を輸送するだけでなく、火災の延焼防止や災害時の避難、緊急物資の輸送ルートなど多様な機能を有している。本市では、特に国道が市内の幹線として重要であり、被災により不通となったとき、市域が分断され、大きな障害が発生する。
このため、各道路管理者は、道路の整備、橋りょうの架け替え、補修を推進する。
【新規】
第３節　応急活動体制の整備
第８　避難体制の整備
１　避難所の整備
（３）避難所機能の整備
大規模災害の発生時には、避難所を長期にわたって使用することも予想される。
このため、避難所施設【新規】の安全性の向上とともに、防災拠点（地域の防災本部）、生活の場としての機能を整備する。
第１１　備蓄・調達体制の整備
１　飲料水、食料、生活物資、資器材の整備
住民・事業者は、災害に備えて、平時から最低３日間（推奨１週間分）の飲料水、食料、生活物資を備蓄するよう努める。

市は、住民の備蓄を補完するため、備蓄計画に基づき、分散備蓄に配慮し整備・充実に努める。備蓄物資が不足する場合に備えて、農業協同組合、民間業者（大手食品メーカー）等と物資調達に関する協定を締結し調達体制の確立に努める。
【新規】
第１２　衛生・清掃体制の整備

２　し尿処理体制の整備
(1) 災害用仮設トイレの整備
避難所及び集会所等に対し、災害用仮設トイレを配備するため、災害用仮設トイレの調達、設置方法を検討する。
令和２年度に整備した防災拠点センターには、災害時でも使用可能なマンホールトイレを設置した。マンホールトイレは地域の消防団や自主防災組織による設置訓練などの防災訓練を行っていく。今後は、小中学校にもマンホールトイレの設置を検討する。
第３章　風水害等応急
第２節　情報の収集・伝達
第７　所管施設の被害調査
１　各部の調査内容
各部は、所管する施設等について被害状況の調査を行い、調査結果を総務対策部に報告する。
なお、被害状況は可能な限り写真等に記録する。
班　　　名
主　な　調　査　事　項
総務対策部
被害状況調査の調整・総括、本庁、支所
市長政策対策部
被害状況調査の調整・総括、民間建物、本庁、支所、観光施設
福祉対策部
社会福祉施設、保育園
保健衛生対策部
清掃施設、衛生施設、火葬場、医療施設
市民対策部
民間建物
土木対策部
道路、橋りょう、海岸、河川、がけ地、公営住宅、公園、【新規】
経済対策部
農地、農林水産業施設、商工施設、海岸、漁港
教育対策部
学校教育施設、社会教育施設、文化財
消防本部・消防団
災害原因及び被害状況
第４節　応急要請・受け入れ
第５　その他応援の受け入れ
関係各部は、関係機関等からの応援、派遣が確定したとき、次のとおり受け入れ体制を準備する。詳細については、別途定める「宇城市災害受援計画」に基づくものとする。
項　目
〇 応援を求める作業について、速やかに作業計画を立てる。
〇 応援活動の拠点となる施設の提供に努める。
〇 応援要員の宿泊場所の用意又はあっせんに努める。
【新規】
第１０節　避難対策
第９　避難者への配慮
４　車中避難者を含む避難所以外の被災者への対応

　市は、自治会、自主防災組織、消防団やボランティア等と連携して、車中避難者を含む指定避難所以外の被災者の情報を把握し、必要に応じて避難所への誘導を行うものとする。
　また、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物資の配布に努めるとともに、インターネットやSNS,ラジオ等の様々な方法による正確な情報の伝達等を行い、その生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。
【新規】
 第１５節　行方不明者の捜索及び遺体の措置・埋葬

第３　遺体の埋葬
１　埋葬の許可

 　市民対策部【新規】は、被災者相談窓口等で遺体の埋火葬許可書を発行する。
第１７節　文教対策
第３　応急教育の実施
 ４　その他の留意事項
　 その他の留意事項は、次のとおりである。
〇　施設内の児童、生徒の救護は、原則として当該学校医、歯科医、養護教諭等があたる。重傷者があるときは、病院に搬送する。
〇　学校給食は、原則として一時中止する。給食施設及び給食物資搬入業者の被害状況を迅速に把握し、学校給食の再開計画を策定する。

	第１章　総則
第２節　防災機関の業務大綱及び住民・事業所のとるべき措置
第６　宇城広域連合
機関の名称
事務又は業務の大綱
宇城広域連合
消防本部
消防に関する所掌事務についての防災対策
宇城クリーンセンター
清掃に関する所掌事務についての防災対策
龍燈苑
寂静の里
火葬に関する所掌事務についての防災対策
環境再生センター
し尿に関する所掌事務についての防災対策
第２章　予防　
第１節　災害に強い組織・ひとづくり
第２　地域防災力の強化
　住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に基づき、平時から災害への備えを心がけるとともに、自主防災組織等における地域活動を通じて、地域の防災活動に積極的に参加するなどコミュニティづくりを進め、地域一体となった防災・減災体制の構築に努める。
また、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の充実強化に向けて、大規模災害等に備えた消防団の車両・資機材・拠点施設の充実、処遇の改善、必要な資格の取得など実践的な教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団員の入団促進等に取り組むものとし、地域住民と消防団員の交流等を通じ、消防団員がやりがいを持って活動できる環境づくりを進めるよう努めるものとする。
第２節　災害に強いまちづくり
第６　道路・橋りょうの整備
道路・橋りょうは、人や物を輸送するだけでなく、火災の延焼防止や災害時の避難、緊急物資の輸送ルートなど多様な機能を有している。本市では、特に国道が市内の幹線として重要であり、被災により不通となったとき、市域が分断され、大きな障害が発生する。
このため、各道路管理者は、道路の整備、橋りょうの架け替え、補修を推進する。また、アンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等を推進する。
この他、渡河部の道路橋や河川に隣接する道路の流失により、被災地の孤立が長期化しないよう、洗掘防止や橋梁の架け替え等の対策を推進するものとする。
第３節　応急活動体制の整備
第８　避難体制の整備
１　避難所の整備
（３）避難所機能の整備
大規模災害の発生時には、避難所を長期にわたって使用することも予想される。
このため、避難所施設について、あらかじめ避難所内の空間配置図、レイアウト図などの施設の利用計画を作成するよう努めるものとし、併せてその安全性の向上とともに、防災拠点（地域の防災本部）、生活の場としての機能を整備する。
第１１　備蓄・調達体制の整備
１　飲料水、食料、生活物資、資器材の整備
住民・事業者は、災害に備えて、平時から最低３日間（推奨１週間分）の飲料水、食料、生活物資を備蓄するよう努める。

市は、住民の備蓄を補完するため、備蓄計画に基づき、分散備蓄に配慮し整備・充実に努める。備蓄物資が不足する場合に備えて、農業協同組合、民間業者（大手食品メーカー）等と物資調達に関する協定を締結し調達体制の確立に努める。
また、車両や資機材を小型・軽量化するなど、被災地の道路状況が悪い場合や空路を活用して被災地入りする場合も想定した救助用資機材の整備に留意するものとする。
第１２　衛生・清掃体制の整備

２　し尿処理体制の整備
(1) 災害用仮設トイレの整備
避難所及び集会所等に対し、災害用仮設トイレを配備するため、災害用仮設トイレの調達、設置方法を検討する。
令和２年度に整備した防災拠点センターには、災害時でも使用可能なマンホールトイレを設置した。マンホールトイレは地域の消防団や自主防災組織による設置訓練などの防災訓練を行っていく。今後も、小中学校にマンホールトイレの設置推進を検討する。
第３章　風水害等応急
第２節　情報の収集・伝達
第７　所管施設の被害調査
１　各部の調査内容
各部は、所管する施設等について被害状況の調査を行い、調査結果を総務対策部に報告する。
なお、被害状況は可能な限り写真等に記録する。
班　　　名
主　な　調　査　事　項
総務対策部
被害状況調査の調整・総括、本庁、支所
市長政策対策部
被害状況調査の調整・総括、民間建物、本庁、支所、観光施設
福祉対策部
社会福祉施設、保育園
保健衛生対策部
清掃施設、衛生施設、火葬場、医療施設
市民対策部
民間建物
土木対策部
道路、橋りょう、海岸、河川、がけ地、公営住宅、公園、水道、下水道
経済対策部
農地、農林水産業施設、商工施設、海岸、漁港
教育対策部
学校教育施設、社会教育施設、文化財
消防本部・消防団
災害原因及び被害状況
第４節　応急要請・受け入れ
第５　その他応援の受け入れ
関係各部は、関係機関等からの応援、派遣が確定したとき、次のとおり受け入れ体制を準備する。詳細については、別途定める「宇城市災害受援計画」に基づくものとする。
項　目
〇 応援を求める作業について、速やかに作業計画を立てる。
〇 応援活動の拠点となる施設の提供に努める。
〇 応援要員の宿泊場所の用意又はあっせんに努める。
応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対して紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努めるものとする。
第１０節　避難対策
第９　避難者への配慮
４　車中避難者を含む避難所以外の被災者への対応

　市は、自治会、自主防災組織、消防団やボランティア等と連携して、車中避難者を含む指定避難所以外の被災者の情報を把握し、必要に応じて避難所への誘導を行うものとする。
　また、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物資の配布に努めるとともに、インターネットやSNS,ラジオ等の様々な方法による正確な情報の伝達等を行い、その生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。

更に、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情
に応じて実施している状況把握の取組を円滑に行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要な対
対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、
あらかじめ、検討するよう努めるものとする。
加えて、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等
を受け入れることが困難となる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支援のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努めるものとする。
やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中泊避難者の支援方策を検討するよう努めるものとする。
その際、車中泊を行うに当たっての健康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとする。
第１５節　行方不明者の捜索及び遺体の措置・埋葬

第３　遺体の埋葬
１　埋葬の許可

 　市民対策部、保健衛生対策部は、被災者相談窓口等で遺体の埋火葬許可書を発行する。
第１７節　文教対策
第３　応急教育の実施

 ４　その他の留意事項
　 その他の留意事項は、次のとおりである。
〇　施設内の児童、生徒の救護は、原則として当該学校医、歯科医、養護教諭等があたる。重傷者があるときは、病院に搬送する。
〇　教育対策部は、学校給食の再開計画を策定するものとする。学校施設が臨時休業した場合、学校給食は原則として一時中止とする。また、教育対策部は給食施設及び給食物資搬入業者の被害状況を迅速に把握するものとする。

	対象施設の反映

県防災計画の内容を反映
県防災計画の内容を反映
県防災計画の内容を反映
県防災計画の内容を反映
その他修正
その他修正
県防災計画の内容を反映
県防災計画の内容を反映
その他修正
その他修正
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